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第２次分権改革の始動 
～「安心して暮らせる社会」実現を目指して～ 

 

 

高 木 健 二  

 

 

 はじめに 
 

 1995年の地方分権推進法に基づく地方分権推進委員会は第５次にわたる勧告を出し閉幕

した。その際、地方税財源の改革は第２次の改革として残された。2001年からこの課題の

解決を目的に地方分権改革推進会議がスタートしたが、「事務事業のあり方に関する意

見」（2002.10.30）では税源移譲を明確にできず、地方共同税構想（2003.5.19）により

地方交付税の廃止を打ち出し、地方６団体の猛反発を買うなどして事実上空中分解した。

これに対して小泉首相の経済財政諮問会議では、2004年度から2006年度の三位一体改革に

より4.7兆円の補助金廃止と３兆円の税源移譲を実施した。地方６団体は補助率カットと

補助金廃止額に対する税源移譲額の不足に不満を残しつつも税源移譲については概ね評価

した。 

 その後、地方６団体は、「地方分権の推進に関する意見書」（2006.6.7）で新分権一括

法の提出を求め、総務省の「地方分権21世紀ビジョン懇談会」は、新分権一括法の早期制

定を求める報告書を出した（2006.7.3）。これらを受けて経済財政諮問会議の「基本方針

2006」では、「地方分権に向けた関係法令の一括した見直し」を約束することになった

（2006.7.7）。こうして政府は、新たな地方分権改革推進法を成立させ、第２次分権改革

をスタートすることになったのである。 

 ここでは1995年の地方分権推進法以降の一連の地方分権改革（地方分権改革推進会議、

三位一体改革なども含む）を第１次分権改革としてまとめてとらえ、新たな地方分権改革

推進法に基づく地方分権改革を第２次分権改革とする。この点については、そうではない

とする意見もある(１)。また地方６団体は新地方分権推進法による2007年度以降を第２期

改革としている(２)。 
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 1. 地方分権改革推進法の特徴 
 

 地方分権改革推進法案は、2006年11月28日衆議院本会議で採決され、自民党、民主党・

無所属クラブ、公明党の３党による一部修正が合意され賛成多数で可決した。また衆議院

で一部修正した同法案は12月８日参議院本会議で採決され賛成218票、反対９票（共産

党）で可決成立した(３)。1995年の地方分権推進法は全会派一致で可決成立したが、今回

は三位一体改革による交付税削減等もあり共産党が反対に回り賛成多数による成立となり、

立法府における全会派の地方分権推進の合意体制は崩れた。なお衆参両院の総務委員会で

の地方分権改革推進法の成立の際のそれぞれの付帯決議は別紙１、別紙２のとおりである。 

 1995年の地方分権推進法（以下、旧法と略称）と比較してみるといくつかの特徴が指摘

できる（以下、図表１「地方分権改革推進法と旧法との比較」を参照）。 

 第一に旧法の地方分推進法が地方分権改革推進法となっており、この「改革」という文

字を挿入したことで、地方分権推進委員会の後継の地方分権改革推進会議の審議に見られ

たように、地方分権とともに地方自治体の行財政改革の推進を視野に入れていると考えら

れる。つまり行財政改革とセットの地方分権の推進が企図されていることが分かる。 

 第二に地方分権改革を集中的かつ一体的に推進するために必要な体制を整備することと

されていることである。この法律の有効期限が旧法の５年間（後に１年間延長）から３年

間に短縮されていることもあり、短期決戦と位置づけている。必要な体制整備は、後述の

初会合で首相を本部長とし関係閣僚による地方分権推進本部が設置されることになった。 

 第三に地方分権改革の推進に当たっては、地方自治体の立場を尊重し、これと密接に連

絡するとの文言が新しく付け加えられた。これは地方分権改革推進会議が地方の意向を全

く無視して地方交付税制度廃止、地方共同税構想を打ち上げ、会議自体が事実上分裂して

しまった経験を踏まえてのことであろう。また地方６団体が国の政策立案・執行に対して

政府と地方の代表が協議する地方行財政会議の設置を求めたことに対する代替でもある(４)｡

これまでも三位一体改革について国と地方の協議の場、地財計画、地方交付税算定につい

ての国と地方の協議などが行われてきており、当然のことであろう。また地方分権改革に

ついて国民の理解と関心を深めることも新たに付加された。 

 第四に地方分権改革推進委員会は、旧法と同様に「具体的指針」を内閣総理大臣に勧告

することとなった。他の審議会等に見られるような単なる答申ではなく、具体的指針と

なっていることが重要なポイントである。具体的指針とは、権限移譲・義務づけ・関与に
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ついては、各法令ごとの具体的改革事項、補助金廃止については補助金名と廃止額、税源

移譲については、移譲する税目、移譲額などが明示される必要がある。 

 第五に内閣総理大臣は勧告を受けたときは、これを国会に報告することが野党修正で取

り入れられた。これは旧法でも規定されており当然のことである。ただし旧法にあった地

方分権推進委員会の勧告の実施状況の監視、内閣総理大臣の勧告又は意見の尊重義務は、

削除され規定されないことになった。この点について21世紀臨調は、勧告尊重義務は委員

会の権限強化にならず、実行可能な勧告を求めることにつながり、委員会の調査審議を拘

束することになるとして、勧告尊重義務の削除をむしろ評価している(５)。しかし勧告を

受けたら各省庁の抵抗を排除して、勧告を尊重するのが内閣総理大臣の義務であろう。 

 

図表１ 地方分権改革推進法と旧法との比較 

 

項  目 地方分権改革推進法（2006年） 地方分権推進法（1995年） 

1. 目 的 この法律は国民がゆとりと豊かさを

実感し、安心して暮らすことのでき

る社会を実現することの緊要性にか

んがみ、旧地方分権推進法等に基づ

いて行われた地方分権の推進の成果

を踏まえ、地方分権改革の推進につ

いて、基本理念並びに国及び地方公

共団体の責務を明らかにするととも

に、地方分権改革の推進に関する施

策の基本となる事項を定め、並びに

必要な体制を整備することにより、

地方分権改革を総合的かつ計画的に

推進することを目的とする（第１

条）。 

この法律は、国民がゆとりと豊かさ

を実感できる社会を実現することの

緊急性にかんがみ、地方分権の推進

について、基本理念並びに国及び地

方公共団体の責務を明らかにすると

ともに、地方分権の推進に関する施

策の基本となる事項を定め、並びに

必要な体制を整備することにより、

地方分権を総合的かつ計画的に推進

することを目的とする（第１条）。 

2. 基本理念 地方分権改革の推進は、国及び地方

公共団体が共通の目的である国民福

祉の増進に向かって相互に協力する

関係にあることを踏まえ、それぞれ

が分担すべき役割を明確にし、地方

公共団体の自主性及び自立性を高め

ることによって、地方公共団体が自

らの判断と責任において行政を運営

することを促進し、もって個性豊か

で活力に満ちた地域社会の実現を図

ることを基本として行われるものと

する（第２条）。 

地方分権の推進は、国及び地方公共

団体が共通の目的である国民福祉の

増進に向かって相互に協力する関係

にあることを踏まえつつ、各般の行

政を展開する上で、国及び地方公共

団体が分担すべき役割を明確にし、

地方公共団体の自主性及び自立性を

高め、個性豊かで活力に満ちた地域

社会の実現を図ることを基本として

行われるものとする（第２条）。 
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項  目 地方分権改革推進法（2006年） 地方分権推進法（1995年） 

3. 国地方の責務 ● 国は前条に定める地方分権改革の

推進に関する基本理念にのっと

り、地方分権改革を集中的かつ一

体的に推進するために必要な体制

を整備するとともに、地方分権改

革の推進に関する施策を総合的に

策定し、及びこれを実施する責務

を有する（第３条）。 

● 国は前条に定める地方分権の推進

に関する基本理念にのっとり、地

方分権の推進に関する施策を総合

的に策定し、及びこれを実施する

責務を有する（第３条）。 

 ● 地方公共団体は、国の地方分権の

推進に関する施策の推進に呼応

し、及び並行して、その行政運営

の改善及び充実に係る施策を推進

する責務を有する（第３条）。 

● 地方公共団体は、国の地方分権の

推進に関する施策の推進に呼応

し、及び並行して、その行政運営

の改善及び充実に係る施策を推進

する責務を有する（第３条）。 

 ● 国及び地方公共団体は、地方分権

改革の推進に伴い、国及び地方公

共団体を通じた行政の簡素化及び

効率化を推進する責務を有する

（第３条）。 

● 国及び地方公共団体は、地方分権

の推進に伴い、国及び地方公共団

体を通じた行政の簡素化及び効率

化を推進する責務を有する（第３

条）。 

4. 国地方の連絡、

国民理解 

国は、地方分権改革の推進に関する

施策の推進に当たっては、地方公共

団体の立場を尊重し、これと密接に

連絡するとともに、地方分権改革の

推進に関する国民の関心と理解を深

めるよう適切な措置を講ずるものと

する（第４条）。 

な  し 

5. 基本方針 

 ① 役割分担 

● 国は国際社会における国家として

の存立にかかわる事務、全国的に

統一して定めることが望ましい国

民の諸活動若しくは地方自治に関

する基本的な準則に関する事務又

は全国的な規模で若しくは全国的

な視点に立って行わなければなら

ない施策及び事業の実施その他の

国が本来果たすべき役割を重点的

に担い（第５条）。 
● 住民に身近な行政はできる限り地

方公共団体にゆだねることを基本

とする（第５条）。 

● 国は国際社会における国家として

の存立にかかわる事務、全国的に

統一して定めることが望ましい国

民の諸活動若しくは地方自治に関

する基本的な準則に関する事務又

は全国的な規模で若しくは全国的

な視点に立って行わなければなら

ない施策及び事業の実施その他の

国が本来果たすべき役割を重点的

に担い（第４条）。 
● 地方公共団体においては住民に身

近な行政は、住民に身近な地方公

共団体において処理するとの観点

から地域における行政の自主的か

つ総合的な実施の役割を広く担う

（第４条）。 
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項  目 地方分権改革推進法（2006年） 地方分権推進法（1995年） 

 ② 権限移譲 ● 行政の各分野において地方公共団

体との間で適切に役割を分担する

こととなるよう、地方公共団体へ

の権限移譲を推進する（第５条)｡

● 国は、前条に定める国と地方公共

団体の役割分担のあり方に即し

て、地方公共団体への権限移譲を

推進する（第５条）。 

 ③ 義務づけ ● 地方公共団体に対する事務の処理

又はその方法の義務づけの整理及

び合理化その他所要の措置を講ず

るものとする（第５条）。 

 
 

な  し 

 ④ 関 与 ● 地方自治法第245条に規定する普

通地方公共団体に対する国又は都

道府県の関与の整理及び合理化そ

の他所要の措置を講ずるものとす

る（第５条）。 

● 地方公共団体に対する国の関与、

必置規制、地方公共団体の執行機

関が国の機関として行う事務の整

理及び合理化その他所要の措置を

講ずるものとする（第５条）。 

6. 財政措置 

 ① 地方税 

 ② 負担金等 

 ③ 税源配分 

● 国は、地方公共団体が事務及び事

業を自主的かつ自立的に執行でき

るよう、国と地方公共団体との役

割分担に応じた地方税財源の充実

確保等の観点から、地方公共団体

に対する国の負担金、補助金等の

支出金、地方交付税、国と地方の

税源配分等の財政上の措置のあり

方について検討を行うものとする

（第６条）。 

● 地方公共団体に対する国の負担

金、補助金等の支出金の整理及び

合理化その他所要の措置を講ずる

（第５条）。 

● 国は、地方公共団体が事務及び事

業を自主的かつ自立的に執行でき

るよう、国と地方の役割分担に応

じた地方税財源の充実確保を図る

ものとする（第６条）。 

 ④地方交付税 ● 財政上の措置の在り方について検

討する（第６条）。 

 
な  し 

 

7. 地方行政体制整備 ● 地方公共団体は、行政及び財政の

改革を推進するとともに、行政の

公正の確保及び透明性の向上並び

に住民参加の充実のための措置そ

の他の必要な措置を講ずることに

より、地方分権改革の推進に応じ

た地方公共団体の行政体制の整備

及び確立を図るものとする（第７

条）。 

● 地方公共団体は、行政及び財政の

改革を推進するとともに、行政の

公正の確保と透明性の向上及び住

民参加の充実のための措置その他

の必要な措置を講ずることによ

り、地方分権の推進に応じた地方

公共団体の行政体制整備及び確立

を図るものとする（第７条）。 

 ● 国は、前項の地方公共団体の行政

体制の整備及び確立に資するた

め、地方公共団体に対し必要な支

援を行うものとする（第７条）。

● 国は、地方公共団体の行政体制の

整備及び確立に資するため、地方

公共団体に対し必要な支援を行う

ものとする（第７条）。 

8. 推進計画 ● 政府は、地方分権改革の推進に関

する施策の総合的かつ計画的な推

● 政府は、地方分権の推進に関する

施策の総合的かつ計画的な推進を 
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項  目 地方分権改革推進法（2006年） 地方分権推進法（1995年） 

8. 推進計画  進を図るため、前章に定める地方

分権改革の推進に関する基本方針

に即し、講ずべき必要な法制上又

は財政上の措置その他の措置を定

めた地方分権改革推進計画を作成

しなければならない（第８条）。

● 内閣総理大臣は、地方分権改革推

進計画の案を作成し、閣議の決定

を求めなければならない（第８

条）。 

 図るため、基本方針に即し、講ず

べき必要な法制上又は財政上の措

置その他の措置を定めた地方分権

推進計画を作成しなければならな

い（第８条）。 

 

● 内閣総理大臣は、地方分権推進計

画の案を作成し、閣議の決定を求

めなければならない。 

 ● 政府は地方分権改革推進計画を作

成したときは、遅滞なく、これを

国会に報告しするとともに、その

要旨を公表しなければならない

（第８条）。 

● 政府は地方分権推進計画を国会に

報告するとともに、その要旨を公

表しなければならない。 

9. 推進委員会 

 ① 具体的指針 

● 内閣府に、地方分権改革推進委員

会を置く（第９条）。 

● 総理府に、地方分権推進委員会を

置く（第９条）。 

 ● 委員会は、この法律に定める地方

分権改革の推進に関する基本的事

項について調査審議し、その結果

に基づいて、地方分権改革推進計

画の作成のための具体的な指針を

内閣総理大臣に勧告するものとす

る（第10条）。 

● 委員会は、地方分権の推進に関す

る基本的事項について調査審議

し、その結果に基づき、地方分権

推進計画の作成のための具体的指

針を内閣総理大臣に勧告する（第

10条）。 

 ② 国会報告 ● 内閣総理大臣は、第１項の勧告を

受けたときは、これを国会に報告

するものとする（第10条）。 

● 内閣総理大臣は、委員会の勧告を

受けたときは、国会に報告する

（第10条）。 

 ● 委員会は、必要があると認めると

きは、地方分権改革の推進に関す

る重要事項について、内閣総理大

臣に意見を述べることができる

（第10条）。 

● 委員会は、地方分権推進計画に基

づく施策の実施状況を監視し、そ

の結果に基づき内閣総理大臣に必

要な意見を述べることができる。

（第11条） 

 ③ 勧告監視 な  し  

 ④ 勧告尊重 な  し ● 内閣総理大臣は、委員会の勧告又

は意見を尊重しなければならな

い。 

 ⑤ 国会同意 ● 委員会は７人をもって組織する

（第11条）。委員は両議院の同意

を得て、内閣総理大臣が任命する

（第12条）。 

● 委員会は７人をもって組織する

（第12条）。委員は両議院の同意

を得て、内閣総理大臣が任命する

（第13条）。 
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項  目 地方分権改革推進法（2006年） 地方分権推進法（1995年） 

10. 法律の期限 ● この法律は、施行の日から起算し

て３年経過した日にその効力を失

う（附則第４条）。 

● この法律は、施行の日から起算し

て５年経過した日にその効力を失

う（附則３）。 

注）ゴチック部分は、国会での修正事項。下線部分は、旧法と異なる部分。 

 

 なお地方分権改革推進委員会令が施行され（2007.4.1）、①専門委員の設置と総理大臣

の任命、②委員会議事の過半数による採決、③事務局長（１人）、事務局次長（３人）、

参事官（３人）の配置などを決めた。 

 

 

 2. 分権改革推進委員会の課題 
 

(１) 権限移譲 

   行政の各分野において地方公共団体との間で適切に役割分担をすることとなるよう、

権限移譲を推進するとしており、「行政の各分野」で役割分担を行い、権限移譲を進

めるとしていることが重要である。 

   旧法に基づく地方分権推進計画では、機関委任事務制度の廃止と関与の成立が中心

であり、権限移譲は極端に少なかった。①都道府県では猟区設定の認可等８項目、②

指定都市では埋蔵文化包蔵地域の土木工事等の届出受理など４項目、③中核市では振

興拠点地域基本構想の作成等６項目、④人口20万人都市では騒音を規制する地域の指

定等13項目、⑤すべての市では史跡・名勝・天然記念物の軽微な現状変更等の許可な

ど３項目、⑥すべての市町村では鳥獣捕獲飼養の許可など４項目の計38項目でしかな

かった(６)。  

   この点については、権限移譲に踏み込むと地方行政体制整備及び確立や道州制ビ

ジョンと混戦する恐れがあるとして、三位一体改革の継続と法令の規律密度の緩和を

中心とすればよいという意見もある(７)。しかし旧法の地方分権推進委員会でも国か

ら地方への権限移譲はまだほとんど手つかずといってよい状態であった。これを踏ま

えれば新たな地方分権改革推進法の規定に基づき、行政の各分野での役割分担、権限

移譲を今度こそ進めるべきである。また法定受託事務の徹底した制限、自治事務の一

層の拡大を図るべきであろう。 
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(２) 国の地方への義務づけの整理合理化 

   国が法令や基準設定等で、地方に対して事務事業を義務づけているものは、ほとん

どの法令等にわたっている。しかもこれらの整理合理化について、権限移譲でやるの

か、法令等の規律密度の緩和でやるのか、規制緩和でやるのか、必置規制の廃止でや

るのか、法定受託事務の処理基準廃止や自治事務の基準廃止でやるのか、後述の関与

の見直しでやるのか、そしてこれら義務づけの整理合理化後の地方自治体の条例制定

権をどこまで認めるのか、などが問題となろう。 

 

(３) 関与の整理合理化 

   旧法による地方分権推進計画、地方分権一括法では、国又は都道府県の地方公共団

体に対する関与は、関与の基本原則、関与の法定主義、関与の一般法主義、関与の手

続きなどが定められ、一応の整理合理化が進められた。さらにもう一段の関与の整理

合理化を進める場合は、法定受託事務に対する権力的関与の廃止、法定受託事務の処

理基準の廃止、自治事務に対する技術的助言・勧告以外のすべての関与の廃止、自治

事務に対する基準設定の廃止などを実施すべきであろう。 

 

(４) 財政措置のあり方の検討 

   地方税の充実、補助金廃止、税源配分、地方交付税改革などの財政措置は「検討す

る」にとどまっている。野党修正で辛うじて「地方税充実の観点から」これらの財政

措置のあり方を検討するという文言が入った。この地方税充実の観点がなければ、補

助金廃止、税源配分、地方交付税改革も国の単なる歳出削減の整理合理化措置のみに

矮小化されるところであった。 

   これらの改革課題については、地方６団体が総務大臣に提出した「地方分権改革推

進法の骨子案」の内容が一部反映されている（2006.9.15）。そこでは、以下のとお

り提案されている。 

   ①国地方の役割分担の見直しを進め、国から地方への事務事業、権限移譲を推進す

る、②地方に対する義務づけ及び関与並びに国庫補助負担金を廃止・縮小し、③関係

する国の出先機関の廃止・縮小や国と地方で重複して行っている事務事業の解消など

も進める、④地方交付税及び国庫補助負担金の見直しと合わせて税源移譲を含めた税

源配分の見直しを行い地方税財源の充実強化を図る、⑤地方交付税は地方共有税に名

称変更し、国の特別会計に直接繰り入れる等の見直しを行うことにより地方固有の共
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有財源であることを明確にする。 

   国の出先機関の廃止・縮小、国地方の重複行政の解消、地方共有税などは無視され

ているが、その他はほとんどがとり入れられている。また地方６団体は法律の期限を

３年間としておりこれも取り入れられたといってよい。 

 

 

 3. 分権改革推進委員会の発足 
 

 ①権限移譲、②国の義務づけの整理合理化、③関与の整理合理化、④補助金廃止・税源

配分・地方税充実・交付税改革の四つの課題を３年間で一通り実施するとなると大変な作

業であるということは誰でも分かる。そこで前述の21世紀臨調の提案のように、三位一体

改革による税源移譲と法令の規律密度緩和による自治体の自由度の拡大（義務づけ・枠付

けの緩和）の二点に絞って実施すればよいという意見も出てきている。地方分権改革推進

法の起案者は、当初、当然にも５年間の法律の有効期限を前提にしていたが、菅総務大臣

が３年間に修正したため、分権改革推進委員会の改革課題の範囲が広すぎて時間が足りな

いという結果になり、このような論議も起きてきている。しかし旧法の地方分権推進法も

１年間延長された経緯もあり、今回も時間が足りなければ延長すれば済むことである。法

令の規定された改革課題は、きちんとカバーして論議し、具体的指針の勧告を行うべきは

当然である。 

 

(１) 委員会の発足と初会合 

   衆参両院での委員の同意とともに、地方分権改革推進委員会の人事が公表された。 

   委員長・丹羽宇一郎（伊藤忠商事会長）、委員長代理・増田寛也（岩手県知事）、

委員は伊井雅子（一橋大学国際・公共政策大学院教授）、猪瀬直樹（作家）、小早川

光郎（東京大学大学院法学政治学科教授）、露木順一（神奈川県開成町長）、横尾俊

彦（佐賀県多久市長）の７名である。国会同意前にこの人事構想が漏れてしまったた

め、自民党が竹中派（前総務大臣）と見られる猪瀬、宮脇の委員人事にクレームをつ

け、結局、当初案の委員に入っていた宮脇敦（北海道大学大学院公共政策学連携研究

部教授）だけがはずされ、代わりに露木開成町長が入ることになった（日本経済新聞、

2007.3.8、朝日新聞、3.15）。 

   宮脇は代わりに事務局長に就任した（以上、敬称略）。従来、官僚ポストとされる
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事務局長への民間人の就任は異例のことでもある。 

   地方分権改革推進委員会は、2007年４月２日第１回会議を首相官邸で開いた。安倍

首相は、内閣総理大臣を本部長とする推進本部の設置を明らかにするとともに、５月

末に「基本的考え方」、今秋に「中間報告」をとりまとめるよう求めた。またこの会

議で委員会の「運営規則」が確認され、①委員会の原則公開、②議事録・議事要旨の

会議の都度の作成・公開、③会議資料の公開などが決まった。 

 

 

 おわりに 
 

 こうして第２次分権改革はスタートしたが、この10年間市町村合併と地方交付税削減に

追いまくられた地方自治体の方では、1995年の地方分権推進法当時のような、地方分権推

進を支え、かつ期待するような熱狂は存在しないのが実情といってよい。地方分権改革に

名を借りた一層の地方交付税削減に対する警戒心の方が強い。 

 新たな地方分権改革推進法では、第１条の目的に旧法の「ゆとり豊かさを実感できる社

会」に加えて「安心して暮らすことができる社会」の実現が書き込まれている。第２次分

権改革がこの新たな目的実現のために推進されるよう期待したい。 

（たかぎ けんじ (財)地方自治総合研究所研究員） 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【注】 

(１) 「第三次分権改革の展望と地方分権改革推進法」、金井利之、『地方自治』所収、2007.3 

(２) 「地方分権の推進に関する意見書」、地方６団体、2006.6.7 

(３) 「地方分権改革推進法について」、藤井雅文、『地方自治』所収、2007.3～４ 

(４) 菅総務大臣の西村智奈美議員（民主党）に対する答弁、衆議院総務委員会議事録、 

  2006.11.28 

(５) 「分権委に関する緊急提言」、21世紀臨調、2007.3.16 

(６) 『地方分権推進計画』、地方自治制度研究会（自治省行政局行政課内）、ぎょうせい、 

  1998.7.5 

(７) 「地方分権が改革委員会が成果をあげるには」、西尾勝、自治日報、2006.12.7 
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